
















【研究の目的】

1)本格的な少子時代を向かえ社会的問題として、育児不安が増加し、これらに対する対策

が重要課題として認識されており、これらに対する対応は行政における各種の母子保健サ

ービスのみならず、民間における母子保健活動に負うところが大きい。しかしながら、民

間における母子保健活動はその実態が不明瞭な部分も多く、これらの実態を明らかにする

ことと、これらに対する市民のニードを探ること、さらに、これらの活動の効果判定を行

うための評価方法を確立することを目的として研究を実施している。

2)本研究を進めるに当たっての基礎的な事項として、氾濫している母子保健情報をいかに

扱うべきかを明らかにすることを目的として研究を実施している。

3)短期・長期の海外渡航・赴任者が増加しているなかで、現地の母子保健に関する正確な

情報を入手したいという要望が高まっている。そこで、将来にわたっての恒常的な海外母

子保健情報センターおよびネットワークの確立が急務であり、本研究班では、これらの情

報の入手ルートの確立と、基礎的情報集を整備することを目的として研究を実施している。

〈リサーチクェッション〉

1.民間サービスの実態調査(電話相談、愛育班等各種団体の活動状況)

2.市民ニードの把握

3.民間サービスのモデル実施と評価


